
（記入例） 

有 害 物 質 取 扱 状 況 報 告 書 

平成 17 年 9 月 1 日 

（あて先）日野市環境共生部環境保全課 

住所 東京都日野市神明 1-1１-1 

氏名 （株）東京印刷 日野工場       ○印  

代表取締役社長   日野 太郎     

（法人にあっては名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地） 

 

 都民の健康と安全を確保する環境に関する条例第 116 条第 1 項に係わる、工場・指定作業場設置時から現

在までの有害物質の取扱状況を、次のとおり報告致します。 

工 場 ・ 指 定 

作 業 場 の 名 称 
（株）東京印刷 日野工場 業  種  印刷業 

工 場 ・ 指 定 

作業場の所在地 
東京都 日野市 神明 1-1１-1 作業の種類  印刷及び製本 

過
去
・
現
在
の
有
害
物
質
の
取
扱
状
況 

有害物質 取扱状況 有害物質 取扱状況 

カドミウム及びその化合物 有・可能性有・無 １，１－ジクロロエチレン 有・可能性有・無 

シアン化合物 有・可能性有・無 シス‐１，２－ジクロエチレン 有・可能性有・無 

有機りん化合物 有・可能性有・無 １，１，１－トリクロロエタン 有・可能性有・無 

鉛及びその化合物 有・可能性有・無 １，１，２－トリクロロエタン 有・可能性有・無 

六価クロム化合物 有・可能性有・無 １，３－ジクロロプロペン 有・可能性有・無 

砒素及びその化合物 有・可能性有・無 チウラム 有・可能性有・無 

水銀及びその化合物 有・可能性有・無 シマジン 有・可能性有・無 

アルキル水銀化合物 有・可能性有・無 チオベンカルブ 有・可能性有・無 

ポリ塩化ビフェニル 有・可能性有・無 ベンゼン 有・可能性有・無 

トリクロロエチレン 有・可能性有・無 セレン及びその化合物 有・可能性有・無 

テトラクロロエチレン 有・可能性有・無 ふっ素及びその化合物 有・可能性有・無 

ジクロロメタン 有・可能性有・無 ほう素及びその化合物 有・可能性有・無 

四塩化炭素 有・可能性有・無 １，１－ジオキサン 有・可能性有・無 

１，２－ジクロロエタン 有・可能性有・無 塩化ビニルモノマー 有・可能性有・無 

備考（用途別薬剤  ） 塩素系ﾄﾞﾗｲｸﾘｰﾆﾝｸﾞ溶剤、ガソリン、不凍液、脱脂液、メッキ液、塗料、顔料、シンナー、洗浄剤、希釈液 

（有る場合）昭和 40 年頃に印刷機の洗浄にｼﾞｸﾛﾛﾒﾀﾝを使用した可能性が有り、土壌汚染調査を実施し報告します。 

（無い場合）工場設置時から現在まで有害化学物質の取扱及び可能性はありませんでした。 

※受付欄   

連絡先 所属 東京印刷 日野工場校正部 

    氏名 日野 次郎 

    電話番号 042-585-1111 

備考 ※印の欄には記入しないこと。 

提出日をご記入下さい。 

使用の可能性が有る場

合、調査が必要です。 

本報告書の記入者につ

いてご記入下さい。 
備考欄には取扱調査結

果をご記入下さい 
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工場･指定作業場の廃止・除去を 

予定している事業者の皆様へ 

日野市環境保全課 

 

有害物質取扱状況報告書について 

 

 

東京都環境確保条例第 116 条では、現在有害物質の取扱いがあるか、過去に有害物質の

取扱いのあった工場・指定作業場について、廃止もしくは主要な施設を除去しようとする

場合、事業者は土壌汚染調査を実施し、調査結果を市長に報告するとともに、土壌汚染が

あった場合は適切な処置をすることが義務づけられております。 

ついては御社の工場・指定作業場の廃止・施設除去にあたり、現在までの有害物質の取

扱状況について廃止届提出前に別紙にてご報告下さい。なお有害物質の取扱の可能性があ

った場合、もしくは使用実態に不明な点がある場合、職員により使用状況を再度確認させ

てもらうこともあります。 

 

 

○報告内容 

報告内容：有害化学物質についての取扱状況 

対象物質：環境確保条例 別表４で定める２６の有害化学物質 

対象時期：事業場設置時から現在まで 

取扱状況：有害物質の使用※１、製造、処理又は保管※２した可能性について 

注：使用化学物質製品中に 1%以上（発ガン性物質は 0.1%以上）含まれている場合、取扱に該当 

（例 機器の洗浄等に用いた溶剤中に対象物質が 10%含まれている等） 

※1 有害物質が封入された電池やコンデンサ等を通常の方法で取り扱うことは非該当 

※2 有害物質を含む商品（密封され、外部に漏出しない状態）を販売等の目的で保管することは非該当 

 

 

（注意） 

土壌汚染調査を行う場合、汚染なしの報告が受理される、若しくは汚染対策を実施･報告が完了す

るまで、土地の改変は出来ません。有害物質取扱事業者の場合は市までご相談下さい。 

 

 

 

【問い合わせ先】 

日野市 環境共生部 環境保全課  

℡042－514－8298 




